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基準地価 地方商業地がプラスへ
地方圏のうち地方四市がけん引、商業地が28年ぶりに上昇に転じる

 国土交通省が発表した2019年7月1日時点の基準地価は、全国の全用途平均が2年連続の上昇となる。

 地方四市の商業地が大幅に上昇。外国人観光客等の増加を見込んだホテル・店舗の建設需要がけん引。

 地価回復の動きは地方圏にも波及するも、地価上昇が進まない地域との二極化は進行する。
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図表2： 地方四市の上昇が著しい

今回の調査結果から、地価回復の動きが地方圏にも
徐々に波及しつつあることが確認されたものの、地
方圏の地価上昇のけん引役となったのは、観光需要
が見込まれる地方四市などの商業地が中心となって
います。地方四市の商業地のなかで下落地点が占め
る割合は全調査地点（177地点）の1.1％であるのに
対し、その他地方圏は全調査地点（3,446地点）の
うち56.8％の地点で下落しており、地価上昇が進む
地域と進まない地域とで二極化しています。

※都道府県が不動産鑑定士の評価をもとにまとめた7月1日時点の全国の土地価格。国土交通省が９月に公表し、土地取引の指標となる。最
も土地を有効に活用した場合を想定し1平方メートル当たりの価格を算出する。基準地価は「住宅地」「商業地」のほか、工場や物流施設
などが立地する「工業地」などを調べる。なお、今年の対象は２1,540地点。

出所）図表1、2は国土交通省のデータをもとにニッセイアセットマネジメント作成
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国土交通省が9月19日に発表した2019年7月1日
時点の基準地価※は、全国の全用途平均が2年連続上
昇の前年比プラス0.4％となり、上昇率も2018年か
ら拡大しました。用途別では、商業地が3年連続で上
昇し、住宅地も2010年より下落率の縮小傾向が続い
ています。三大都市圏の全用途平均は7年連続の上昇。
商業地、住宅地も上昇基調を強めつつあります（図
表1）。

特に注目されたのは地方圏の調査結果です。地方圏
の商業地の上昇率は、同プラス0.3％となり、1991
年以来28年ぶりに上昇に転じました（図表1）。な
かでも地方四市（札幌、仙台、広島、福岡）の商業
地の上昇率は大きく、三大都市圏の上昇率を上回る
同プラス10.3％と、12年ぶりに上昇率が2桁台をつ
けました（図表2）。近年、三大都市圏のみならず地
方都市を訪れる外国人観光客が増加していることか
ら、観光地を抱える地方において、外国人観光客等
の増加を見込んだホテルや店舗の建設などがけん引
役となったとみられます。

図表1：地価の上昇幅が概ね拡大している
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